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はじめに
従来鳥取県内では東部・中部・西部の 3地区に分か
れ，別々に鳥取県赤十字血液センターとの連絡協議会
が行われていた．2005 年 6 月に出された厚生労働省医
薬品食品局血液対策課より「血液製剤の適正使用推進
に係る先進事例等調査結果及び具体的強化方策の提示
等について」の通知が出たため１）2012 年 12 月，医療機
関における輸血療法委員会相互の情報交換を図り，適
正・安全な輸血療法を行う目的に，鳥取県合同輸血療
法委員会に統合された．そこで，2013 年 10 月から 11
月に，合同輸血療法委員会の事業として，県内の医療
機関を対象に，輸血用製剤の使用状況，管理体制，輸
血検査の実施状況を把握し，適正使用の指導の必要性
と方法を検討するためにアンケート調査を行った．

現在の鳥取県の輸血事業の現状
赤血球製剤の年間使用量が1,000単位以上ある施設は
東部 3施設，中部 1施設，西部 3施設で，鳥取県の年
間使用量の 97.1％を使用していた．鳥取県における輸
血の認定は日本輸血・細胞治療学会認定医 1名，認定
輸血検査技師 9名，学会認定臨床輸血看護師 6名，学
会認定アフェレーシスナース 5名，I＆A視察員 3名で
ある．鳥取県臨床検査技師会が，不定期に輸血検査に
係る研修会を開催し，施設に勤務する医療従事者を対

象に，要望があれば鳥取県赤十字血液センターが説明
会を開いている．

鳥取県合同輸血療法委員会の活動
委員は，鳥取県赤十字血液センター所長，鳥取県福
祉保健部健康医療局長，赤血球製剤の年間使用量が1,000
単位以上の7施設から各1名および1名のオブザーバー
（血液内科医師 4名，整形外科医師 1名，消化器外科医
師 1名，薬剤師 1名，検査技師 1名）の計 10 名から構
成された．実際の活動は年 1回，輸血療法委員会相互
の情報交換と翌年度の事業計画についての協議と，医
師・看護師・検査技師を対象とした研修会の開催であ
る．

対象および方法
2011 年度に血液製剤の使用実績のあった鳥取県内の
病院および診療所の 66 施設の輸血担当部署に 2013 年
10 月から 11 月の期間に，以下の点について質問票を作
成しアンケート調査を行った．1．院内輸血療法委員会
の体制．2．輸血部門の設置と一元管理．3．輸血の検
査の実施体制．4．院内廃棄血．5．副作用の把握．6．
ガイドラインに沿った遡及調査体制．

1）国立病院機構米子医療センター幹細胞移植センター
2）鳥取市立病院薬剤業務室
3）鳥取県立中央病院血液内科
4）鳥取赤十字病院第一外科
5）鳥取県立厚生病院
6）鳥取大学医学部輸血部
7）労働者健康福祉機構山陰労災病院検査部
8）鳥取県赤十字血液センター
9）鳥取県福祉保健部健康医療局
10）鳥取県合同輸血療法委員会
〔受付日：2016 年 4 月 22 日，受理日：2016 年 12 月 20 日〕
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表 1　鳥取県内の地区別・病床別輸血管理体制と血液使用状況

地区 東部 中部 西部 県全体

病床数 0～249 250～ 計 0～249 250～ 計 0～249 250～ 計
病床数別施設数 12 6 18 17 2 19 26 3 29 66
アンケート回答
施設数（回答率%）

6
（50.0）

6
（100）

12
（66.7）

15
（88.2）

2
（100.0）

17
（89.5）

20
（76.9）

3
（100.0）

23
（79.3）

52
（78.8）

輸血療法委員会
設置施設数

3 5 8 5 1 6 7 3 10 24

一元管理施設数 3 5 8 5 1 6 5 3 8 22
輸血管理料
取得施設数

3 4 7 1 1 2 2 3 5 14

年間 100 単位以上
使用施設数

2 4 6 9 1 10 9 3 12 28

使用量
（単位）

総使用量
（単位）

593 27,026 27,619 3,780 3,494 7,274 4,786 47,701.5 52,487.5 87,380.5

中央値
（範囲）

64
（0～198）

2,747
（0～16,906）

131
（0～16,906）

100
（0～930）

1,747
（10～3,484）

143
（0～3,484）

0
（0～1,261）

17,049.5
（8,985～21,667）

120
（0～21,667）

130
（0～21,667）

赤血球
使用量
（単位）

449 9,889 10,338 2,572 1,732 4,304 3,220 13,306 16,526 31,168

中央値
（範囲）

64
（0～171）

1,318.5
（0～5,290）

116
（0～5,290）

12
（0～702）

866
（0～1,722）

98
（0～1,722）

82
（0～898）

4,161
（2,779～6,366）

98
（0～6,366）

98
（0～6,366）

血漿
使用量
（単位）

0 2,677 2,677 158 392 550 368 5,735.5 6,103.5 9,330.5

中央値
（範囲）

0
（0）

237.5
（0～1,606）

0
（1～1,606）

0
（0～118）

196
（0～392）

0
（0～392）

0
（0～264）

1,714
（570.5～3,451）

0
（0～3,451）

0
（0～3,451）

血小板
使用量
（単位）

144 14,460 14,604 1,050 1,370 2,420 1,198 28,660 29,858 46,882

中央値
（範囲）

15
（0～114）

1,075
（0～10,010）

15
（0～10,010）

0
（0～540）

685
（0～1,370）

0
（0～1,370）

0
（0～640）

11,850
（3,110～13,700）

0
（0～13,700）

0
（0～13,700）

結 果
東部 18 施設，中部 19 施設，西部 29 施設の 66 施設
に施行し，52 施設から回答が得られた．未回答の施設
は東部 6施設（0～141 床），中部 2施設（0～9床），西
部 6施設（0～19 床）であった．66 施設の赤血球液，
新鮮凍結血漿，濃厚血小板の年間使用量中央値（範囲）
はそれぞれ 98 単位（0～6,366 単位），0単位（0～3,451
単位），0単位（0～13,700 単位）であった．また，鳥取
県内全体での使用量は，赤血球製剤 31,739 単位，血漿
製剤 13,590 単位，血小板製剤 46,960 単位であり，回答
の得られた 52 施設での総使用量（鳥取県全体での輸血
量の%）は，赤血球製剤 31,168 単位（98.2%），血漿製
剤 9,330.5 単位（68.7％），血小板製剤 46,882 単位（99.8%）
であった（表 1）．

1．輸血療法委員会の設置について
輸血療法委員会は 24 施設に設置されていた．249
床以下の施設での委員会設置数は， 15 施設であった．
年6回以上委員会を開催している施設は一元管理を行っ
ていると答えた 22 施設であり，他の 2施設では輸血療
法委員会の開催は不定期であった（表 1）．

2．輸血部門の設置と一元管理について
輸血部門が設置されている施設は 22 施設であり，18
施設が検査部に設置されていた．これら 22 施設は時間
内には血液製剤を輸血部門が発注していたが，2施設は

時間外の発注部署が決められていなかった（図 1）．一
元管理が行われていないと回答した 30 施設で，検査は
検査部門が行っているが，発注・管理保管・払い出し
が薬剤部の施設が 4施設，病棟の施設が 2施設，看護
部が 5施設であった．中には処置室や当直室というも
のも見られた．残り 13施設では管理体制が不明であり，
6施設からは回答が得られなかった．

3．輸血検査実施体制について（表 2）
一元管理を行っている 22 施設のうち 7施設では，輸
血検査に習熟した検査技師が 24時間体制で常駐勤務し
ていたが，その他は，オンコール体制であった．一元
管理を行っていないと回答した 30施設のうち 7施設で
は検査技師による 24 時間体制であった．これら 7施設
の病床数の中央値は 119 床（75～278 床）であり，血液
製剤使用量の中央値は 428 単位（0～1,261 単位）であっ
た．また，2施設では，実際には医師が検査を行ってい
た．
自施設内での輸血検査内容では，一元管理を行って
いる 22 施設のうち 19 施設で不規則抗体検査まで行っ
ていた．これに対して，一元管理を行っていない 30
施設では時間内に不規則抗体検査まで行っている施設
は 3施設であった（表 2）．

4．院内廃棄血
24 施設（46.2％）で院内廃棄血が発生していた．11
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図 1　各施設の輸血療法の管理体制（n＝52）．輸血部門設置の施設数と，輸血部門設置施設（n＝22）における，設
置場所・血液製剤発注部署．
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表 2　鳥取県内の時間内/時間外の輸血検査体制と検査内容別施設数

輸血検査内容 A B C D E F 計

一元管理を行っていると回答した施設
　24 時間体制 時間内・時間外ともに常駐検査技師＊ 5 2 7

時間内・時間外ともにオンコール体制＊ 6 6
時間内は常駐検査技師＊，時間外はオンコール体制＊ 3 1 4
時間内は常駐検査技師またはオンコール体制＊，時間外はオンコール体制＊ 2 2
時間内は検査センターに依頼，時間外は検査を行わない 2 2

　回答無し 1 1
　計 16 3 3 22

一元管理を行っていないと回答した施設
　24 時間体制 時間内・時間外ともにオンコール体制＊で行っている 1 1 2

時間内は常駐検査技師＊，時間外はオンコール体制＊ 1 1 1 2 5
　24 時間体制
　ではない

時間内・時間外ともにオンコール体制＊ 1 1
検査は不確定 2 2
時間内は未定，時間外は行わない． 2 2
時間内は未定，時間外はオンコール体制＊ 1 1 2
時間外・時間内ともに検査センターに依頼 5 5
時間内は検査センターに依頼，時間外は行っていない 4 4
時間内は検査センターに依頼，時間外は検査センターに依頼または医師 1 1
時間内は検査センターに依頼または医師が行い，時間外は行っていない 1 1
時間内・時間外ともに医師が行っている 1 1

　回答無し 4 4
　計 2 1 1 8 1 17 30

＊輸血業務全般（輸血検査と製剤管理を含む）についての十分な知識と経験が豊富な臨床（又は衛生）検査技師
A：血液型・交差適合試験・不規則抗体スクリーニングを時間内・外施行している施設．
B：血液型・交差適合試験検査を時間内・外施行しているが，不規則抗体スクリーニングは時間内のみ施行している施設．
C：血液型・交差適合試験・不規則抗体スクリーニング検査を時間内のみ試行している施設．
D：血液型・交差適合試験検査を時間内・外施行しているが，不規則抗体スクリーニングは施行していない施設．
E：交差適合試験検査を時間内・外施行しているが，血液型・不規則抗体スクリーニング検査は試行していない施設．
F：その他の施設
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図 2　副作用の把握状況．輸血による副作用を把握している施設数（A）（n＝52）．輸血副作用の把握体制（B）
（n＝37，複数回答あり）．
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単位以上の廃棄血が発生した施設が 7施設あり，1施設
では，廃棄血の単位数が不明であった．

5．副作用の把握について
医療機関として輸血副作用を把握していない施設を
認めた（図 2A）．37 施設は副作用を把握していたが，
輸血療法委員会が輸血事故・副作用・合併症の把握を
行っているのは 6施設のみであった（図 2B）．

6．輸血前後の感染症検査および検体保存状況につい
て
24 カ月以上の検体保管が実施されている施設は 9

施設（17.3％）であった（図 3A）．また，7施設（13.5％）
は輸血前後で感染症検査を主目的として実施していた
が，12 施設（23.1％）は実施していなかった（図 3B）．
また，HBs 抗原・HCV抗体検査のみ行っている施設が
多く，すべての検査を施行している施設は少数であっ
た（図 3C）．

考 察
2011 年度日本の輸血管理体制および血液製剤使用実
態調査報告２）に鳥取県の整備状況が報告されているが，
今回のアンケート調査では整備状況の把握は十分でな
い部分が多々あり，報告と大きな隔たりがあった．そ
の理由として，今回アンケート調査に回答のあった 52
施設中 500 床を超える大規模施設は 2施設，30 施設は
99 床以下であり，さらに，そのうち 16 施設は 19 床以

下が占め，中小規模施設が中心になったためだと思わ
れる．
今回のアンケート調査は一元管理，輸血療法委員会
の設置状況，輸血検査実施体制等について行ったが，
一元管理を行っていない 30施設中 24施設は99床以下
であり，24 時間輸血検査ができる施設は 1施設のみで
あった．輸血療法委員会の設置されている施設は 24
施設であったが，輸血療法委員会の設置がなく年間 100
単位以上使用施設を中部 5施設，西部 2施設認めた．
さらに小規模の 99床以下の施設で見てみると輸血療法
委員会の設置率は 23%と低かった．これら中小規模の
施設に関しても一元管理および輸血療法委員会の設置
を啓蒙していく必要があると思われた．また，前記の
250床以上の施設のうち3施設が夜間に不規則抗体スク
リーニング検査ができないと回答していた．その他の
施設も含めて，県全体で血液型検査・交差適合試験・
不規則抗体スクリーニング検査を行っている施設は 18
施設であり，24 時間体制としながら不規則抗体検査が
時間外にできない施設は 8施設であった．大規模施設
でも輸血検査の実施は完全でなく，さらに，中小規模
施設では十分に適正な輸血検査を行うことができてい
ないことが判明した．また，19 床以下の 3施設では輸
血療法委員会を設置しているものの，検査を医師が行っ
ている施設も見られた．このことについては鳥取県全
体の施設の問題として輸血検査の改善を進めていく必
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図 3　輸血前後の感染症検査および検体保存状況．24 カ月以上の検体保存が実施されている施設（A）（n＝52）．
輸血前後のウイルス検査の実施時期（B）（n＝52）．ウイルス検査項目（C）（n＝40）．
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要がある．血液廃棄や副作用把握，検体保管について
は，今回の調査では不十分であり，今後詳細な検討の
必要があると考えられた．
県中西部では，99 床以下の施設が 65％を占め，病床
数でも総病床数 20％を超える．特に，県中部ではこれ
らの小規模施設が総輸血単位数の20％を使用していた．
鳥取県の高齢化率は全都道府県の 14 位だが，今後，全
体の人口減少に伴い高齢者数も減少し３），患者数も減少
する．そのために急性期病床数は減少し，慢性期病床
や在宅に近い施設での輸血は増加すると考えられる．
このことは，鳥取県においての最重要課題ではないか
と考えられた．
以上のことから，鳥取県での輸血療法の問題点は，
比較的規模の大きい施設と中小規模施設で異なってい
る．その中で中心は中小規模施設における問題であり，
今後，輸血医療が在宅医療も含めて中小規模の施設に
移行していくと考えられている中で，輸血医療の経験
が少ない中小規模の施設における検体の保存，輸血副
作用への対応を含めて適正な輸血をどのように行って
いくかについて問題点がある．病診連携を通して，中
小規模施設の輸血医療を援助できる体制を作ることも
必要である．
これらの結果を踏まえ，合同輸血療法委員会として，

基本的な指針の啓蒙を行う一方で，まず，個々の施設
の問題点を解決するための個別の介入が必要と考えた．
そのためには，大規模施設には学会 I＆A受診の積極的
な導入を促す．中小規模施設には，日本輸血・細胞治
療学会の「小規模施設における輸血実施に関するGL
策定タスクフォース」での方針が公表されるのを待ち
ながら，中小規模施設にあった輸血療法の点検視察の
ために，県内施設同士あるいは，合同輸血療法委員会
I＆A委員会を立ち上げ４），自己相互チェックを推奨する．
また，看護師や他職種のみならず，医師に対しても含
めて出張講演や出前研修などを計画する５）．これらによっ
て，中小規模施設の検査，検体保存の徹底を達成し，
副作用出現時の適切な対応をスムーズにできる体制づ
くりを行う予定である．
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